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将来の見通しに関する注意事項

1

本書において当社が開示する経営戦略・計画、業績予想、将来の予測や方針に関する情報、研究開発に関する情報等につきま
しては、全て将来を見込んだ見解です。これらの情報は、開示時点で当社が入手している情報に基づく一定の前提・仮定及び
将来の予測等を基礎に当社が判断したものであり、これらには様々なリスク及び不確実性が内在しております。従いまして、
実際の当社の業績は、当社の見解や開示内容から大きくかい離する可能性があることをご留意願います。また、本書において
当初設定した目標は、全て実現することを保証しているものではありません。なお、実際の結果等にかかわらず、当社は本書
の日付以降において、本書に記述された内容を随時更新する義務を負うものではなく、かかる方針も有していません。

本書において当社が開示する開発中の化合物は治験薬であり、開発中の適応症治療薬としてFDA等の規制当局によって承認さ
れてはおりません。これらの化合物は、対象地域においてまだ有効性と安全性が確立されておらず、開発中の適応症で市販さ
れることを保証するものではありません。

当社は、本書に記載された内容について合理的な注意を払うよう努めておりますが、記載された情報の内容の正確性、適切性、
網羅性、実現可能性等について、当社は何ら保証するものではありません。また、本書に記載されている当社グループ以外の
企業・団体その他に係る情報は、公開情報等を用いて作成ないし記載したものであり、かかる情報の正確性、適切性、網羅性、
実現可能性等について当社は独自の検証を行っておらず、また、これを何ら保証するものではありません。

本書に記載の情報は、今後予告なく変更されることがあります。従いまして、本書又は本書に記載の情報の利用については、
他の方法により入手した情報とも照合し、利用者の判断においてご利用ください。

本書は、米国又は日本国内外を問わず、いかなる証券についての取得申込みの勧誘又は販売の申込みではありません。

本書は投資家判断の参考となる情報の公開のみを目的としており、投資に関する最終決定はご自身の責任においてご判断くだ
さい。

当社は、本書に記載された情報の誤り等によって生じた損害について一切責任を負うものではありません。



自己紹介
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所 属：サステナビリティ推進部
環境経営・グローバルヘルスグループ

役 職：グループ長
氏 名：上原 勉
経 歴：1990年入社 開業医担当MR （名古屋市）

大学病院担当MRなど
2003年 労働組合専従役員
2007年 UAゼンセン政策局（労組より出向）
2012年 総務・調達部 総務グループ
2014年 CSR部
2019年 第一三共ハピネス（特例子会社）
2020年 現職

※JRCA登録 環境マネジメントシステム審査員補（EMSC22408）
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環境経営を取り巻く情勢認識
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気候危機、自然災害の発生状況

4
出典：環境省地球環境局「気候変動対策の最近の動向について」



環境リスクの増大

5
（出典）世界経済フォーラム（2020）「The Global Risks Report 2020 15th Edition」ttp://www3.weforum.org/docs/WEF_Global_Risk_Report_2020.pdf
出典：「環境省における気候変動対策の取組」（令和2年9月1日）



温暖化と健康

6
出典：環境省「STOP THE 温暖化 2017」



第５次エネルギー基本計画の概要
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2030年に向けた対応
~温室効果ガス26%削減に向けて~

2050年に向けた対応
~温室効果ガス80%削減に向けて~

〇再生可能エネルギー
・主力電源化への布石
・低コスト化,系統制約の克服, 
火力調整力の確保

〇原子力
・依存度を可能な限り低減
・不断の安全性向上と再稼働
〇化石燃料
・化石燃料等の自主開発の促進
・高効率な火力発電の有効活用
・災害リスク等への対応強化
〇省エネ
・徹底的な省エネの継続
・省エネ法と支援策の一体実施
〇水素/蓄電/分散型ｴﾈﾙｷﾞｰの推進

〇再生可能エネルギー
・経済的に自立し脱炭素化した主力電源化を
目指す

・水素/蓄電/デジタル技術開発に着手
〇原子力・脱炭素化の選択肢
・安全炉追求/バックエンド技術開発に着手
〇化石燃料
・過渡期は主力、資源外交を強化
・ガス利用へのシフト、
非効率石炭フェードアウト

・脱炭素化に向けて水素開発に着手
〇熱・輸送、分散型エネルギー
・水素・蓄電等による脱炭素化への挑戦
・分散型エネルギーシステムと地域開発（次
世代再エネ・蓄電、EV、マイクログリッド
等の組合せ）

出典：経済産業省「「第5次エネルギー基本計画の概要」より作成



カーボンニュートラルへのハードル

8
出典：経団連「グリーン成長の実現に向けて」



他企業との比較(売上高当たりのCO2排出量）
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 CO2排出量は企業規模にも依存するため、売上高当たりのCO2排出量を比較。
 第一三共として、環境負荷の低減に責任あるかつ積極的な活動が必要。

資料：第一三共 サステナビリティ推進部調べ



ESG投資の拡大
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出典：環境省地球環境局総務課脱炭素社会移行推進室「気候変動対策の最近の動向について」



ESG投資でのウェイトの大きさ

 GPIFのESG指数に基づく運用資産額は約5.7兆円。
 環境評価に基づく投資額は約2.69兆円（ESG運用資産額の約47％に相当）

出典：GPIF「2019年度ESG活動報告」
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TCFD開示に関する各国の動向

出典：出典：経済産業省「TCFD開示を巡る現状と課題」
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第一三共グループの環境経営
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パーパスの実現に向けた価値創造プロセス
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 価値創造プロセスにおいて、中長期の企業価値や持続性に影響を与える「見えない資産」
の重要性を認識した上で、ESG経営に必要なマテリアリティを組み込んでいる。



当社のサステナビリティ課題＝マテリアリティ
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事業に
関わる
マテリアリ
ティ

事業基盤
に関わる
マテリアリ
ティ

革新的な医薬品の創出

高品質な医薬品
の安定供給

高品質な
医療情報の提供

医療アクセス
の拡大

コンプライアンス
経営の推進

企業理念の実現に
向けたコーポレート

ガバナンス

環境経営の推進

競争力と優位性を生
み出す多様な人材の
活躍推進と育成

 DSグループにおける重要度、社会からの期待の2軸により、マテリアリティを特定した。
 長期目標を見据えたマテリアリティ毎の中期的なKPIの設定・開示に向けて検討中。

Step
1

Step
2

CSR活動における重
要課題への取り組み

・CSR36課題を抽出
（2015年度）
・21課題に見直し
（2018年度）

CSR課題からマテリア
リティの深化
・中長期的取り組み課題
の抽出（2019年度）
・ステークホルダーとの建設
的対話
・マテリアリティ案作成

Step
3

マテリアリティの特定

・取締役会の議論を経
て８つのマテリアリティを
特定（2020年3月）



環境経営の推進体制
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EHS経営委員会の位置づけ
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第4期中期環境経営方針

18

環境負荷の低減

環境リスクの低減

気候変動や水リスク
への対応

生物多様性保全

情報開示と
環境コミュニケーション



CO2排出量（t-CO2） 廃棄物等発生量(ｔ)

水使用量（千m3）

第4期中計目標を達成状況
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2020年度目標（2015年度比）
● CO2排出量削減5.6％（SBT目標）
● 廃棄物等発生量削減5％
● 水使用量削減5％

16.3％削減

25.2％削減

11.3％削減

中計の目標は、ほぼ達成見込み。



環境負荷の全体像（グループ全体）
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インプット

エネルギー（電力・ガス・石油他）

3,852,642GJ

水（上水・工業用水・地下水）

9,356千㎥

アウトプット

大気（CO2）

207,035㌧

排水量

9,111千㎥ 19,315㌧
廃棄物

2019年度実績
すべての事業活動において、省エネルギー・省資源、
温室効果ガス・廃棄物の削減に取り組み、
環境負荷の低減を推進する

その他のアウトプット
● NOx：51.1t
● SOx：1.3t
● COD：51.4t
● 最終処分量：584t



環境マネジメントの強化

21

ISO14001認証取得済 第5期中計期間で取得

アルファヴィル工場

館林サイト

小名浜サイト

小田原サイト

北本サイト

北京工場

上海工場

アルトキルヒ工場

パッフェンホーフェン工場

シャーリー工場

オハイオ工場

平塚サイト

2019年12月認証取得

 ISO14001認証取得のグローバル展開

第一三共ヨーロッパ Gmbh.パッフェンホーフェン工場
ISO14001プロジェクトコアチーム



環境経営の重要領域

22

気候変動

省資源対策

環境汚染リスク

 生命関連企業として事業活動における環境負荷の低減と先進的な気候変動
対策を積極的に実践し、人々の健康で豊かな生活の実現を牽引する。



エネルギー対策
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再エネ
 再生可能エネルギーの電力事業者から電気を購入
 非化石証書を購入し、再エネに由来する電気を調達

省エネ
事業活動における

エネルギー消費を削減

創エネ
事業活動で必要な電力を自家発電し消費する

研究開発 生産

オフィス営業

 SBTの新目標を達成するには、2030年度までに約９万トンのCO2削減が必要。
 従来からの「省エネ」に加え、新施策として「再エネ」「創エネ」を活用



自家消費型太陽光発電設備の導入

24

 第一三共ケミカルファーマ（株）小名浜工場（福島県いわき市）に国内最大級
の自家消費型太陽光発電を導入し、同工場のCO₂年間総排出量の約20％の
CO₂削減を見込んでいる。



Science Based Targets認定
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100,000

300,000

200,000

0 2015年度 2019年度 2030年度
（目標）

CO2
排出量(t)

新目標
▲37.5%

▲16.3%

既に実績値として
16.3%削減を達成

2016年9月承認時

当初の目標27.0%から
挑戦的削減目標 37.5% へ

 2016年9月に日本で2番目に認定を取得
 5年ごとの見直し要請に対し、2020年6月に先行実施



TCFD提言への対応
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TCFD提言の概要

提言の対象  社債または株式を発行している全ての組織体
（企業から投資家まで）

開示媒体  一般的な年次財務報告等に盛り込む

4つの
基礎項目 ガバナンス リスク管理戦略 指標と目標

開示の姿勢・
考え方

 「戦略」及び「指標と目標」においては「重要性の原則」
に基づき開示

 過去トレンドに基づくのではなく、将来起こり得る変化へ
の対応力重視、気候関連シナリオ分析の活用を提言

出典：気候関連財務情報開示タスクフォース , 気候関連財務情報開示タスクフォースによる提言（最終版）
気候関連財務情報開示タスクフォース , 気候関連財務情報開示タスクフォースによる提言概要

 業界でいち早くTCFD提言に賛同し、情報開示



シナリオ分析の実施
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水リスク・水害対策

フェーズ１館林サイトにおける「詳細リスク調査」
フェーズ２ワークショップによる「水災マニュアルの検証」
フェーズ３「教育・訓練」の実施を検討

 水災対策を先進的に導入

出典：東京海上日動リスクコンサルティング作成資料
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廃棄物対策
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38.0 35.9

廃棄物排出量（ｔ） 再資源化率（%）

最終処分量（ｔ）

30.4％削減

31.5％削減

2.1％低下

 排出量を抑制し環境負荷を低減

環境コンテスト優秀作品を用いた
温暖化啓発ポスター（日英版）
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リサイクル・廃プラスチック対策
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 “3R※”の推進と今後の課題

バイオマスプラスチックの
活用研究

製剤作業衣やラテックス手袋
のマテリアルリサイクル

リユース可能な事務備品等の
回収、再利用

※３Rとは、Reduce、Reuse、Recycleの
３つのＲの総称。



化学物質対策
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*国内グループのみ

PRTR取扱量(ｔ)* 化学的酸素要求量(ｔ)

NOx排出量(ｔ)

37.6％削減

法定基準維持

42.4％削減

 化学物質による環境リスクを低減

EHS経営委員会の様子



*WET：Whole Effluent Toxicity（全排水毒性）、魚、ミジンコ、藻の生物応答を利用して、排水の総合的な毒性影響を評価する試験

 法定を上回る生物応答を利用したWET＊試験を実施

出典：いであ「排水の生物応答試験」より

環境への排水を徹底調査
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外部評価獲得状況
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医薬品セクターの「World Index」に4年連続で選定
環境側面は業界トップの評価を獲得

FTSE4Goodに12年連続で選定
環境側面は業界平均を大きく上回る評価を獲得
特に気候変動に関しては最高評価を獲得

CDP 2020 気候変動調査で
最高評価である「Aリスト」に選定
（評価対象企業上位2.8％）

CDP 2020 サプライヤー・エンゲージメント評価で
最高評価である「サプライヤー・エンゲージメント・

リーダー・ボード」に2年連続で選定

 ESGの外部評価において環境分野で高評価



環境経営と企業価値向上
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長期視点でのESG経営
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 様々な社会・経済・環境におけるリスクと機会を認識し、長期視点に立った経営に
より、「見えない価値」を高めていく

競争優位
性の源泉

リスクと
機会を
評価

マテリアリティ
の選定・
取組み

（サステナビリ
ティ戦略）

競争優位性の源泉のための
長期視点に立ったESG経営

パーパスの
実現

財務諸表上
の価値
（資本）

見
え
な
い
価
値 企

業
価
値

事業活動
の結果

価値の
増大

パイプライン等
の価値

ESG価値

ステークホルダー

開示 ダイアログ



コーポレートウェブサイト「Our Stories」
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環境と健康推進一挙両得の自転車通勤（ドイツ）

American Regent Inc.の環境担当と一緒に（米国）

持続可能な地球のために私たちができることとは？
第一三共グループの「環境経営」への挑戦
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